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2 水野忠恒「体系租税法（第 2版）」中央経済社 911 頁































4 金子 780 頁




























図 1-2 取引高税と付加価値税（税率 10％のケース）
6 金子 782 頁
7 水野勝『わが国における一般的な消費課税の展開』、 碓井光明・小早川光郎・水野忠恒・
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特定資産の譲渡等とは、「事業者向け電気通信利用役務の提供」（消法 2条 1項 8の 4号）








10 金子 792 頁














































であるかどうかの判定を行う（消法 4 条 3 項 2 号）（提供地基準）。ただし、役務の提供が
運輸・通信等、国内および国外にわたって行われるものである場合には、以下のような一
























いる（消法令 6条 2項 6号）。この適用例について、カーレースへの参加の企画等の役務を































































13 水野 987 頁


































15 金子 793 頁






























































① わが国からの輸出として行われる資産の譲渡または貸付け（消法 7条 1項 1号）
② 外国貨物の譲渡または貸付け（同 2号）
③ 国内と国外との間の旅客や貨物の輸送（国際運送）（同 3号）
④ 国内と国外との間の通信または郵便（同 3号、消法令 17条 2 項 5 号）
18 水野 941 頁
25
⑤ 国際運送の用に供される船舶または航空機の譲渡・貸付または修理（同 7条 1項 4号、
消法令 17 条 1項）
⑥ 非居住者に対する無形固定資産等（鉱業権・特許権・著作権・営業権等）の譲渡また






































































費税法が規定する非課税品目（消法 6条 2項）以外のものをいう（消法 2条 1項 11 号）。





























行しないと 1,000 円の純額を受け取ることができない。顧客である国内事業者は、1,000 円
















15年改正において免税点が 1,000 万円に引き下げられている（消法 9条 1項）。この改正
により、免税事業者の数は大幅に減少した。
ここで基準期間とは、個人事業者についてはその課税年度（課税期間）の前々年、法人
についてはその事業年度の前々事業年度である（消法 2条 1項 14 号）。また、基準期間の
課税売上高とは、同期間における国内で行った課税資産の譲渡等の対価の合計額から対価
の返還等の金額（消法 38条 1項）を控除した金額および特定課税仕入れにかかる対価の合
















































産等取引とみなすこと（消法 14条 1 項）、また、②信託の変更をする権限を有し、当該信
託の信託財産の給付を受ける者を、信託の受益者とみなすことが（同条 2項）明らかにさ
れている。


























23 金子 808 頁
32
特定課税仕入れに係る消費税の課税標準は、当該特定課税仕入れに係る支払い対価の額


























24 金子 809 頁















































⻑期割賦販売等に係る資産の譲渡等の時期の特例として、事業者が所得税法 65 条 1項に


























（消法 28 条 1項）である。これらの課税取引を会計処理する場合に、税込み経理をしてい
る場合、すなわち、課税資産等の譲渡等につき税込みで代金を領収している場合には、そ







































売上税額から控除することができるとされている（消法 39 条 1 項）。この規定は、事業者
が、債権につき切捨て等の事実が生じたことを証する書類を保存しない場合、災害その他
やむをえない事情の場合を除き適用できない（消法則 19条、消税 39 条 2項）。
この貸倒れ債権に係る消費税額の控除を受けた後に、当該債権の全部または一部の領収
をしたときは、その領収をした税込価額に係る消費税額を、その領収をした課税期間の売


















された（消法 57 条の 4）。この改正によって、事業者は、適格請求書の保存がなければ仕入
税額控除はできないこととされ、欧州の付加価値税制度におけるタックスインボイス方式












































Legislation 2017 Vol.2」、「 Singapore Master Tax Guide 2017」、「 Malaysia Master Tax




































− 年間売上高が S$1,000,000 超、かつ
− シンガポール国内消費者向け（B2C）のデジタルサービスの提供が S$100,000 超
（２）マレーシア
マレーシアにおいて 2015 年 4月より 2018 年 8 月まで実施されていた付加価値税は、

























































































































































































物品の販売 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
サービスの提供 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
物品の輸入 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
サービスの輸入 〇注 1 〇 〇 − 〇 〇注２ 〇 −
47
国内判定
物品の受渡しが国内 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
サービスの提供者が国内 〇 〇 〇 〇 ― ― 〇 〇
サービスの受益者が国内 〇注 3 〇 〇 ― 〇 〇 〇 ―注 3
































































































































































































































































































































免税取引 SIN MAY IND PHL THA VET LAO COM
物品の輸出 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
サービスの輸出：
国外受益者への提供 〇 〇 〇注 1 〇 〇注 2 〇注 2 〇 〇注 2
国際運輸 〇 〇 〇 〇 〇 〇
船舶・航空機関連 〇 〇 〇 〇
国際通信・郵便 〇 〇 〇
非課税地域内（間）取引 〇 〇 〇
同地域内への物品販売 〇 〇 〇 〇
同地域内企業へのサービ







































































































− 年間売上高 PHP 3,000,000 未満の業者
− 国内旅客輸送業者（海運、航空を除く）
− 国際海運・航空業者





























25 肥満、高血圧、高コレステロール症に処方される医薬品の販売（2019 年 1月 1 日以降）











































































































































































































不動産（全般） 〇注 2 〇 〇注 4
不動産（住宅用） 〇 〇注 1
金融・保険サービス 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
金・貴金属 〇 〇 〇 〇 〇 〇
食料品 〇 〇 〇 〇 〇 〇
飲食サービス 〇
教育サービス 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
医療・保健サービス 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
運輸サービス 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
葬祭（宗教）サービス 〇 〇 〇
行政サービス 〇 〇 〇
文化・放送サービス 〇 〇注 3 〇 〇





























































































月末日から 20 日以内に月次申告書（BIR Form 2550M）に記載し、申告・納税しなければ








































































ラオス国内の VAT 登録事業者が、ラオスの VAT の登録事業者でない外国法人や非居住
者からラオス国内で使用されるサービスの提供を受けた場合には、そのサービス代金の支
払時にVATを源泉徴収し、その支払日の属する月の翌月 20日までにVATの申告書（Form
No. 01 / VAT.TA）とともにラオス税務当局に納付する必要がある。
なお、ラオス国内の VAT 登録事業者でない事業者が、ラオスの VAT 登録事業者でない
外国法人や非居住者からラオス国内で使用されるサービスの提供を受けた場合にも、その










































































販売あるいはサービスの提供を行い、かつ、年間の VATの課税売上がTHB 1,800,000 を超
える場合には、タイ歳入局に VAT事業者として登録し、ＶＡＴの納付義務を負う。
なお、年間のＶＡＴの課税売上が、THB 1,800,000 以下の事業者は、小規模事業者とし































− 年間売上が 4億 Kip 以上の事業者
− 物品・サービスの輸入者
− 外国法人および非居住者でラオス国内においてサービス提供を行う者














− 連続する 3ヶ月間の物品売上高（VATと非課税品の販売額を除いた売上高）が 1億
2,500 万リエルを超える事業者
− 連続する 3ヶ月間のサービス提供の売上高が 6,000 万リエルを超える事業者













































（注1） 課税売上高 VND1,000 百万未満の事業者には簡易課税方式を適用、VND100 百万以下の個人事象者の取
引は非課税。






































































































































































































































































































































SIN MAY IND PH THA VET LAO COM
92
L
標準税率 7% 6% 10%
12
%
10% 10% 10% 10%











































− 保税地区（Free Trade Zone）に搬入される輸入物品
− 輸出されることを目的として、修理や展示会等のために一時的に輸入される物品（酒
類、たばこを除く）





50%超である、または 12か月間の 0%課税取引の金額が S$1,000,000 超である等の一
定の要件を満たした場合に、輸入時のGST課税が保税されるものである。
94
− 輸入GST繰延スキーム（IGDS : Import GST Deferment Scheme）


















































月末日から 20 日以内に月次申告書（BIR Form 2550M）に記載し、申告・納税しなければ
































































































































N MAY IND PHL THA VET LAO COM
物品の販売：
−タックスインボイスの発行 〇 〇 〇 〇（注） 〇 〇 〇
−対価の受領 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−物品の出荷または引渡し 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−使用可能となった時 〇
−所有権の移転 〇 〇 〇
サービスの提供：
−タックスインボイスの発⾏ 〇 〇 〇 〇（注） 〇 〇 〇 〇
−対価の受領 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
































































 社用車に係るあらゆる維持費用（1998 年 4 月 1日以降にCOEが取得あるいは更
新された車両）
























































































































































































































































— 開業の準備に要する期間が 1 年超である場合。年度ごとに開業の準備に要した物品お
よびサービスに係る仕入VATを還付申請できる。







殺してもなお控除しきれない仕入 VATが VND 300,000,000 以上となった場合、課税事業
者は還付申請できる。
ただし、上記(a)(b)の場合、➀定款で定める資本⾦の出資が完了していない場合、➁条件









































































の仕入 VAT を翌月以降に繰り越して翌月以降の売上 VAT と相殺するか、その超える部分








仕入 VAT はタックスインボイスに基づき、売上 VAT から控除することになるが、以下の

































































































仕入税額控除の条件 SIN MAY IND PHL THA VET LAO COM
118
−タックスインボイスの保持 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−課税取引に関連する仕⼊取








ての支出 〇 〇 〇
−車両の購入、関連費用 〇 〇 〇 〇（注） 〇
−ゴルフクラブなどの会費 〇 〇
−タックスインボイスの記載


























































































































































































































































































































−タックスインボイスの表記 〇 〇 〇 〇
−シリアルナンバー 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−発⾏⽇付 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−販売者の名称・住所・事業者
登録番号 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇（注） 〇
−購買者の名称・住所 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−購買者の事業者登録番号 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−物品・サービスの名称他 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−物品・サービスの数量・価格（税
抜き） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−値引き額 〇 〇 〇
−物品サービスの合計額（税抜
き） 〇 〇 〇 〇
−税率、税額 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−請求額合計 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
−⾮課税・免税・課税取引の内
訳 〇 〇














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 Import Declaration Form （輸入申請書および輸入許可通知書）
 Kha Tha Kha 32 （輸入物品に係る商業税を納付したことを証する書類）
 Kha Tha Kha 33 （輸入者が申告時に作成する売上税額および仕入税額の
要約表）
 Kha Tha Kha 2 （商業税の課税事業者登録書）
(b) 国内取引に係る仕入税額控除の証憑書類
150
 Kha Tha Kha 31 （物品の販売者・サービスの提供者が販売・提供された
物品・サービスに係る商業税を納付したことを証明する書類）
 Kha Tha Kha 33 （課税事業者が申告時に作成する売上商業税および仕入
商業税の要約表）



























































































れておらす、前述のとおり仕入税額控除のためには以下のKa Tha Kha 31/32 を添付する必
要がある。
① 国内取引に係る証憑（Ka Tha Kha 31）
ミャンマー国内で物品の販売またはサービスの提供を行った事業者は、顧客から回収し
た商業税を歳入局へ納税する必要がある。当該事業者は商業税を納付することを宣誓する
書類であるKa Tha Kha 31 を 3部作成し、顧客および所轄税務署へ各 1部と提出し、1部を
保管する。顧客である事業者は、このKa Tha Kha 31 を支払先より入手できない場合には
仕入税額控除ができない。
② 輸入物品に係る証憑（Kha Tha Kha 32）
154
ミャンマー国外から物品を輸入した事業者は、通関の際に商業税を納付する必要がある。
当該事業者は商業税を納付したことを宣誓する書類であるKha Tha Kha 32 を 2 部作成し、
1部を所轄税務署へ提出し、1部を保管する。




















































金子 宏著 租税法[第 23 版] （2019 年 2月 弘文堂）
水野 忠恒著 体系租税法[第 2版] （2018 年 2月 中央経済社）
中里実・弘中聡浩・渕圭吾・伊藤剛志・吉村政穂著 租税法概説[第 3版] （2020 年 5 月
有斐閣）
石 弘光著 消費税の政治経済学 （2009 年 1 月 日本経済新聞社）
水野 忠恒著 消費税の制度と理論 （1989 年 12 月 弘文堂）
金子 宏編 租税法の基本問題 （2007 年 11 月 有斐閣）
金子 宏編 租税法の発展 （2010 年 11 月 有斐閣）
金子 宏編 租税法理論の形成と解明 上巻・下巻 （2010 年 11 月 有斐閣）
溝口 史子著 ＥＵ付加価値税の実務[第 2版] （2020 年 8月 中央経済社）
あずさ監査法人編 メコン流域諸国の税務[第 2版] （2014 年 10 月 中央経済社）
あずさ監査法人編 東南アジア諸国の税務 （2021 年 3月 中央経済社）
157
１．英文文献
Singapore Revenue Legislation 2017, CCH Asia Pte. Ltd. (2017)
Tan How Teck/ Jimmy Oei, Singapore Master Tax Guide Handbook 2017/2018, CCH
Asia Pte. Ltd. (2017)
Vincent Josef/Veerinderjeet Singh, Malaysia Master Tax Guide 2017, Commerce Clearing
House (Malaysia ) Sdn. Bhd.
The Revenue Code as amended up to January 2017, ACREV(2017)
